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前文 

 地方独立行政法人宮城県立病院機構は，平成２３年４月１日の設立以降，循環器・呼吸器病センタ

ー，精神医療センター，がんセンターの県立３病院を運営し，本県の医療政策の担い手として，民間

の医療機関では対応が難しい政策医療や高度・専門医療を提供しており，県民に必要な医療を確保す

るという重要な役割を担っている。 

 平成３０年度は，平成２８年１２月に宮城県知事から指示された中期目標を踏まえ，循環器・呼吸

器病センターの医療機能の移管・統合に向け，関係機関と連携し必要な最終調整を行う。 

 また，国の医療制度改革や宮城県の地域医療構想を踏まえ，本計画を新公立病院改革プランの一部

として位置づけ，安定した経営の下で良質な医療を提供できるよう，経営改革に取り組んでいく。  

 

第１ 県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき 

措置 

 宮城県の地域医療構想を踏まえ，以下に掲げるとおり県立３病院の果たすべき役割や将来像を

明確化し，その実現に向けて取り組んでいく。 

 

１ 質の高い医療の提供 

（１）政策医療，高度・専門医療の確実な提供 

イ 循環器・呼吸器病センター 

（イ）県北地域における医療拠点としての役割 

県北地域基幹病院連携会議の検討結果を踏まえ，栗原中央病院等への機能移管に当た

っては，循環器･呼吸器病センターから移管する医療機能の維持・充実のため，移管先等

と調整を図りながら，循環器･呼吸器病センターが有する経験や知識，必要な医療技術を

提供するなど，関係機関と連携して対応していく。 

また，移管に伴う職員の処遇等についても栗原中央病院及び県と調整を図りながら対

応していく。 

医療機能の移管が完了するまでの間は，県北地域において，循環器系及び呼吸器系疾

患に対する高度・専門医療を提供する医療機関であるとともに，県内唯一の結核患者受

入医療機関として，質の高い医療を適切に維持・継続していく。 

さらに，地域の医療機関との連携を重視し，高度医療機器を活用した検査の実施等，

地域医療の支援拠点として求められる役割を果たすために他医療機関への働きかけを行

い，連携強化に取り組んでいく。 

（ロ）循環器系疾患への対応  

狭心症や心筋梗塞等，循環器系疾患に係る専門的な医療を提供していく。 

       また，地域の医療機関との密接な連携により，救急患者を円滑に受け入れる。 

（ハ）呼吸器系疾患への対応 

       肺がん，肺腫瘍，肺炎等，呼吸器系疾患に係る専門的な医療を提供していく。 

（ニ）結核医療を提供するための体制整備 

県内唯一の結核入院患者の受入機関として，適切に結核医療を提供していく。 

また，結核医療体制の充実を図るため，看護体制及び精度の高い結核検査体制を整備

する。 

（ホ）感染症患者受入のための体制整備 

重症呼吸器感染症にも対応できる呼吸器感染制御病棟を有していることから，重大な
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感染症の発生に備え，感染症患者の受入訓練を保健所等と合同で実施し，関係機関との

連携強化を進める。 

（ヘ）循環器系疾患・呼吸系疾患の予防に関する県民への啓発 

県民の健康増進を支援するため，地域住民を対象とした出前講座や健康相談の実施，

院内での定期的な健康教室の開催などにより，循環器・呼吸器系疾患の予防，早期発見・

早期治療の重要性について，啓発活動を行っていく。 

また，心臓病など循環器系疾患の再発防止のため心大血管疾患リハビリテーションを

継続して実施していく。 

（ト）臨床研究の推進 

臨床研究の充実・強化を図り，学会等での発表，専門誌への寄稿などによる情報発信

に努めていく。 

 

ロ 精神医療センター 

（イ）精神科救急医療の提供 

①高度医療の提供 

多様な対応が求められる急性期治療をより向上させていくため，バックアップ病棟の

有効活用等により，精神科救急入院料算定病棟を効率的に運用し，高度医療を短期間，

集中的に行う。また，重要な課題となっている若者支援や早期介入，初発精神病・再発

防止等については，引き続き支援等に努めていく。 

     ②救急・急性期医療の取組の推進 

モデル的急性期医療の提供を目指し，救急・急性期医療プロジェクトチームが中心と

なって訪問との連動，デイケアの実施，社会参加と就労を視野に入れた支援を検討し，

急性期治療指針の策定やマニュアル（パス）のあり方を検討する。 

また，政策医療である救急・急性期医療を推進するため，精神科医療機関間の役割分

担による救急システムの再構築や精神科救急２４時間３６５日の実施に向け，県や関係

機関等と協力体制を整備していく。 

③地域の精神科病院等とのネットワークづくりの強化に向けた取組 

地域医療連携室を中心に，精神科急性期治療患者の受け入れと治療後の地域ケアを円

滑に提供するためのネットワーク（相互連携・支援システム）の構築や身体合併症患者

に対する治療のための総合病院との連携を一層強化する。 

（ロ）自立生活支援事業の実施 

①地域チームケアの実施 

関係機関との協働チームで，それぞれの患者に対応した治療プログラムの導入や未受

診者に対する相談を実施していくなど，計画的な支援を展開し，患者の早期社会復帰の

促進を図る。 

②訪問活動の実施 

退院前訪問支援を多職種により積極的に行うとともに，退院後は訪問看護ステーショ

ンを中心として，再発防止という視点に加え，対象者の生活の質の向上を図るなど，就

労までを視野に入れた訪問支援を展開する。 

③リハビリテーションの提供 

早期心理教育や早期作業療法など，急性期から地域生活を視野に入れた多様かつ体系

的なリハビリテーションを提供する。 
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④地域生活支援体制強化に向けた取り組み 

地域医療連携室が中心となって，保健所等関係機関との連絡会議等を開催し，地域生

活支援体制の基盤強化を図る。 

（ハ）児童思春期医療の提供 

①児童思春期外来の拡充・入院受入れ 

児童思春期ユニットにおける入院患者を確保し，新病院における児童思春期病棟の効

率的・効果的な運営を図るための取組を推進する。 

また，県教育委員会と連携し，児童思春期ユニットの入院患者への教育支援を行う。 

②児童思春期医療関係機関とのネットワークづくりに向けた協議 

児童相談所など県内の関係機関や医療機関との協議を行う。 

③思春期デイケアの実施 

地域の拠点施設や関係機関との連携，役割分担のもと，実効性の高い医療の提供が可

能となるよう検討する。 

（ニ）慢性重症者に向けた医療体制の整備 

症状の特性に応じた治療・支援の枠組みの構築に向け，事例検討会や研修等の実施，

治療指針・マニュアルの策定を行う。 

（ホ）医療観察法等の司法精神医療への対応 

医療観察法の指定通院医療機関として，保護観察所等からの依頼に対して即応できる

よう，医療観察法従事者研修会等に職員を派遣し，職員の資質向上を図る。 

（ヘ）うつ・ストレス関連障害への対応 

院内外の研修に職員を参加させ，対応スタッフの育成を図りつつ，医師を中心とした

多職種チームによる治療プログラムの検討・実施を推進する。 

（ト）精神疾患に関する普及啓発活動の実施 

地域・職域・学校を対象とした精神疾患に関する講演会の開催や地域の相談機関を対

象とした研修会の開催により，精神疾患に関する普及啓発活動を実施し，精神疾患初期

症状の早期発見に繋げる。 

（チ）臨床研究の推進 

①臨床研究の実施と成果の公表 

地域全体の医療の機能及び水準向上のため，臨床機能に加えて，医学部学生・研修医

の教育研修や精神科医療に関わる多くの職種に対する養成研修を行うとともに，臨床研

究の充実・強化に努め，情報発信を図っていく。 

②研究成果の医療への活用 

地域に向けた相談・情報発信等を行うため，研修・研究活動を統括し，地域メンタル

ヘルスを推進する体制を整備する。 

③大学との連携体制の構築の検討・協議 

高度先進医療・政策医療・モデル的医療を実践していくとともに，東北大学との連携

大学院を通じて研究的活動の展開に努める。 

 

ハ がんセンター 

（イ）がん患者の状態に応じた適切な治療の提供 

がんの種類や患者の状態に応じて，手術療法，放射線療法，化学療法，又はそれらを

効果的に組み合わせた集学的治療など，最適な治療を提供する。 
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    特に，集学治療棟において，ＰＥＴによる検査及びトモセラピーによる放射線治療に

加え，外来化学療法の実施により，集学的治療の一層の推進を図る。 

       また，都道府県がん診療連携拠点病院として，国が推進しているがんゲノム医療につ

いて，がんゲノム医療連携病院の指定も見据え，ＩＳＯの取得，先進的な医療機器の整

備などについて具体的な検討を行い，将来的に個人の遺伝子情報により合わせた診療が

行えるよう，必要な体制整備を図っていく。 

（ロ）がん予防に関する県民への啓発 

がん予防，早期発見，早期治療等の重要性を県民に知ってもらうため，職員が直接出

向いて講演を行う「がん何でも講座」の実施や一般向けセミナーの開催など，がん予防

啓発活動を積極的に推進する。 

（ハ）東北大学病院との機能分担による「全県的がん診療体制」の構築 

都道府県がん診療連携拠点病院として，診療機能や患者相談支援・情報提供機能の整

備及びがん登録の質的向上を図るとともに，地域連携を推進し，「全県的がん診療体制」

の構築に向け，以下の取り組みを行う。 

・ 緩和ケアに携わる医師を対象とした研修会及び緩和ケアを提供している病院との勉

強会を定期的に実施する。 

・ 放射線治療に携わる医療従事者に対する研修を実施するほか，地域がん診療連携拠

点病院が実施する研修への講師派遣等の協力を行う。 

・ 県内のがん患者会や家族会，関係団体等との意見交換会や交流会を通じて，がん情

報提供や相談支援を行う。 

  また，県内の相談窓口の情報共有・ネットワーク化を推進する。 

・ がんセンターの医療機能を効率的に提供するため，地域の医療機関との機能分担を

進め，地域連携クリティカルパスの作成・運用の取組を進める。 

・ 県内のがん診療連携拠点病院等で行われている院内がん登録の指導ならびに集積デ

ータの分析を実施するとともに，実施医療機関の増加に向けた講演会，講習会を開催

する。 

  また，がん登録事業を実施する宮城県新生物レジストリーを活用し，地域がん登録

の推進を図ることにより，がん対策及びがん診療の評価に資する。 

（ニ）がん患者の療養生活の質の向上 

・ がん患者の療養生活の質の向上を図るため，多職種で構成する緩和ケアチームによ

り，治療初期段階から精神的ケアも含めた緩和ケアを実施する。 

また，がん患者の在宅療養を支援するため，地域のがん患者療養支援ネットワーク

と連携し，緩和ケア病棟施設を活用することにより，患者及びその家族のクオリティ

オブライフ（ＱＯＬ）の向上を図る。 

・ 緩和ケアチーム，緩和ケア外来，緩和ケア病棟等を有機的に統合する緩和ケアセン

ターを中心とした緩和ケアの充実に努める。 

（ホ）研究の促進と研究成果の応用 

高度で専門的な医療の提供に向け，大学との連携も図りながら医療機能や医療水準の

向上に向けた基礎及び臨床研究を実施する。また，新薬開発に係る研究も積極的に受託

する。 

特にがんセンター研究所については，がん幹細胞を中心としたがんに対する先進的な

研究を促進し，その成果をがんの診断・治療法開発に向けて活用を図っていく。 
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また，研究の内容や成果については，がんセンターセミナー，県民公開講座，出前講

座の開催，各種研修会への協力を通じて医療関係者のほか，県民の理解が深められるよ

う，積極的に公表していく。 

 

（２）医療機器，施設の計画的な更新・整備 

平成３０年度の主な更新・整備は次のとおり。 

イ 精神医療センター 

      精神科救急２４時間化の実施に向けた救急病棟の個室整備 

      児童外来ブースの新設 

医療情報システムの更新 

生化学分析装置の更新 

ロ がんセンター 

病院の機能維持のための大規模修繕事業の実施 

次世代シーケンサーの導入 

生化学分析装置の更新 

超音波洗浄装置の更新 

自動染色装置の更新 

病棟ベッドの更新 

ハ 本部事務局 

人事・給与システムの導入 

 

（３）地域医療への貢献 

イ 地域の医療機関との病病・病診連携の推進等 

（イ）循環器・呼吸器病センター 

地域医療連携講演会の開催や地域医療機関への訪問，アンケート等の実施及び「連携

だより」の定期発行などを通じ地域医療の質の向上と情報共有に努め，地域医療機関と

強固な信頼関係を構築し連携を強化する。 

       機能移管に際しての患者紹介に当たっては，安心して紹介先医療機関へ通うことがで 

きるよう，一人ひとりの意向等をできる限り尊重し，紹介患者の受入先医療機関を調整 

するなど特段の配慮を行う。 

（ロ）精神医療センター 

引き続き診療計画（指針）を地域連携パスに準じて運用するとともに，地域との調整

を図りながらクリティカルパスの在り方について検討を進めていく。 

       保健所や市町村の要請に応じ，精神保健福祉相談や講演等を行い，地域精神保健福祉 

担当者の質の向上に努める。 

 相談支援事業者や就労支援関連事業所等の関係機関との事例検討等を通し，職員の質 

の向上に努める。 

 連携医療機関との事例検討等を通して，良好な連携を実現していくとともに，新たに 

連携すべき医療機関についても検討する。 

（ハ）がんセンター 

       提携する医療機関（連携病院）の増加を図り，地域連携クリティカルパスの運用を拡

充する。 
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       また，ホームページ等の活用により診療予約方法， 受付時間などの情報を提供するほ

か，がんセンター便りや新患診療体制表の送付など，病病・病診連携に必要な情報を積

極的に提供する。 

  

ロ 患者の紹介率，逆紹介率の向上 

過去３年（平成２３年から平成２５年まで）の平均値の患者紹介率及び逆紹介率を，中

期目標期間内に維持若しくは上回るよう努め，地域医療機関との連携を図る。 

〔過去３年の患者紹介率・逆紹介率の平均値〕 

 紹介率 逆紹介率 

循環器・呼吸器病センター 

精神医療センター 

がんセンター 

７０．０％ 

４２．０％ 

８０．０％ 

１５０．０％ 

４６．０％ 

５５．０％ 

 

（４）医療に関する調査研究と情報の発信 

イ 調査・研究の推進 

（イ）循環器・呼吸器病センター 

診療情報のコーディングなどにより，データベース構築の充実を図り，適切な情報の

管理・活用及び情報発信に努める。また，医療機能や医療水準の向上を図るための調査・

研究に努めるとともに，医学的調査・研究にあたっては，倫理審査委員会の活用を図り，

適切に実施するとともに，研究成果等の公表に努める。 

（ロ）精神医療センター 

治療実績や医療に係る情報の蓄積・管理に努め，データベース化を行い，臨床活動に

基づく調査研究を推進し，その成果の公表に努める。 

また，倫理委員会の活用を図り，県内精神科医療の水準向上のため，調査・研修機能

の強化に取り組み，積極的な情報発信に努める。 

（ハ）がんセンター 

治療実績や医療に係る情報の蓄積，管理に努めるとともに，診断や治療など臨床に応

用するための調査・研究を進める。 

なお，この調査・研究を進めるにあたっては，倫理委員会を活用した審査を行うなど，

個人の人権や安全に十分配慮し，適切に実施する。 

 

ロ セミナーの開催と広報活動の実施 

（イ）循環器・呼吸器病センター 

調査・研究活動の成果については，医療関係者向けセミナーの開催や患者及び地域住

民を対象とした健康相談会などを通じて広報活動を行う。 

（ロ）精神医療センター 

県民公開講座や出前講座等を実施し，効果的な広報活動を展開するとともに，地域医 

療連携室が中心となって，ホームページや広報誌等を活用し医療機関等に情報発信して 

いく。 

（ハ）がんセンター 

医療機関，医療従事者向けに，調査・研究活動の成果に関するセミナー等を定期的に

開催するとともに，県民及び患者向けに医療相談会等の開催を通じた広報活動を実施す
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る。 

 

ハ 学会等への積極的参加と関係機関への情報発信 

学会等への参加及び学会や専門誌を通した研究活動の成果の発表を積極的に行う。 

 

ニ ＷＥＢサイト等を利用した疾病や検診の情報提供 

病院機構のＷＥＢサイト等の広報媒体を通じ，県民が関心のある疾病や検診等に関する

情報を分かりやすく提供する。 

 

２ 安全・安心な医療の提供 

（１）医療安全対策の推進 

患者が安心して医療を受けることができるよう，安全で安心な医療を支えるため，適宜，

医療安全マニュアルの見直しや医療従事者の研修の充実を図るとともに，医療事故及びヒヤ

リ・ハットに関する情報の収集・分析を的確に行うなど，医療安全対策の更なる推進を図る。 

また，患者に対して，医薬品及び医療機器に関する安全情報の提供や，服薬指導の充実を

図る。 

〔医療安全研修実施回数〕 

循環器・呼吸器病センター 

精神医療センター 

がんセンター 

５回以上 

５回以上 

５回以上 

 

（２）院内感染症対策の推進 

院内感染対策委員会を開催し，感染管理や感染患者の把握，分離菌状況など，院内感染が

発生した際に実施すべき事項について検討するとともに，病院職員の共通理解を深めるため

の研修を実施する。 

併せて，院内感染症対応マニュアルについて，適宜，必要な見直しを行う。 

〔院内感染対策委員会・研修実施回数〕 

 委員会 研修 

循環器・呼吸器病センター 

精神医療センター 

がんセンター 

１２回以上 

１２回以上 

１２回以上 

４回以上 

４回以上 

４回以上 

 

（３）適切な情報管理 

宮城県情報公開条例及び宮城県個人情報保護条例に基づき，情報管理や個人情報の保護を

徹底していくため，職員に対する研修を実施する。 

また，情報セキュリティに関する監査を実施し，実態の把握に努める。 

〔個人情報保護研修実施回数〕 

３病院・本部事務局 １回以上 
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〔情報セキュリティ研修・監査実施回数〕 

 研修 監査 

３病院・本部事務局 １回以上 １回以上 

 

３ 患者や家族の視点に立った医療の提供 

（１）患者や家族にとってわかりやすい医療の提供 

インフォームドコンセントを徹底するとともに，患者や家族の要望に応じたカルテ開示な

ど，必要な情報の公開を行う。 

また，セカンドオピニオンを適切に実施する。 

さらに，患者中心の医療を提供していく旨を診察時に周知し，その方針を患者の目にとま

る場所に掲示する。 

患者や家族に対する情報の提供に当たっては患者満足度調査などにより，状況を把握しな

がらより分かりやすい説明に努める。 

 

（２）病院利用者の利便性・快適性の向上 

イ 患者待ち時間の短縮 

患者待ち時間調査を実施し，実態の分析，対応策の検討を行い，待ち時間の短縮に引き

続き努める。 

 

ロ 快適な院内環境の整備 

病院利用者の快適性に配慮した院内環境の計画的な整備に努める。 

 

ハ 相談窓口の充実 

相談窓口の活用がより図られるよう，相談窓口の一層の充実に努める。 

 

ニ 患者満足度調査の定期的実施と分析 

病院利用者の利便性や快適性の課題を明確にするため，調査内容・方法について継続的

に検討の上，患者満足度調査を実施し，具体的な対応策を検討する。 

 

ホ 接遇に関する研修の実施 

患者サービスの向上のため，患者及びその家族の立場に立った接遇を行うための研修会

を実施する。 

〔接遇研修実施回数〕 

循環器・呼吸器病センター 

精神医療センター 

がんセンター 

本部事務局 

１回以上 

１回以上 

１回以上 

１回以上 

 

ヘ ボランティア受入体制の整備・充実 

（イ）循環器・呼吸器病センター 

広報活動の充実によりボランティアの受入数の増加に努め，研修会の開催などによる

ボランティアの育成を図る。 
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（ロ）精神医療センター 

地域のボランティアと連携して，総合的かつ継続的にサービス提供できる体制整備の

構築に向けて取り組む。 

また，患者の早期退院・社会参加に向けて，地域ボランティアとの連携強化を図る。 

（ハ）がんセンター 

広報活動の充実強化により病院ボランティアを積極的に受け入れ，研修会の開催等を

通じてボランティアの質的な向上を図り，患者・家族への支援を円滑に行えるようにす

る。 

 

ト 通院の利便性向上に関する検討 

病院利用者の通院方法等の調査と利便性向上に向けた検討を行う。 

 

チ ＷＥＢサイトの充実 

ホームページのリニューアルを実施し，機構全体で統一したソフトウェアを導入し，各

部署で情報の更新・発信できる体制を整備するとともに，スマートフォンでの閲覧に対応

する等，患者利便性の向上を図っていく。 

 

リ 食事療養の充実 

（イ）循環器・呼吸器病センター 

病院食に関しては，患者に合わせた食形態での提供に努めるとともに，摂取量や食欲

の有無を確認し，低栄養患者には早期に栄養サポートチーム（ＮＳＴ）介入を行う。ま

た，退院後の生活環境に合わせ栄養指導を実施するとともに，在宅に関わる医療関係職

員等へ栄養情報を必要に応じ提供し，退院後のＱＯＬの維持・向上を図る。 

（ロ）精神医療センター 

食事満足度調査を実施し，利用者の嗜好を分析して課題を十分に検討する。また，身

体合併症を有する利用者のニーズを把握し，精神面を含めた生活全体の豊かさを高める

栄養指導を実施する。 

（ハ）がんセンター 

摂取量や食欲の有無を確認し，患者に合わせた食形態での提供に努めるとともに，患

者の栄養状態の改善を図るため，栄養サポートチーム（ＮＳＴ）等によるきめ細かな個

別対応による食事を提供する。また，患者のＱＯＬの向上につながる選択メニューの実

施や季節に合わせた行事食を提供する。 

 

４ 人材の確保と育成 

（１）医師の確保と育成 

イ 医師の確保 

大学との連携強化や随時募集とともに，３病院の人材資源の有効活用を図りながら，医

療環境や業務量の変化，医師不足に対応した柔軟な医師の確保，配置に努める。 

また，医師の負担軽減を図る医師事務作業補助者を適正に配置する。 
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ロ 研修医の積極的な受け入れ 

（イ）精神医療センター 

将来精神科を標榜する医師のための研修プログラムを開発・推進する。 

また，初期臨床研修の一環として，プライマリケアの基本的な診療能力（態度，技術，

知識）に重点を置いた研修の推進体制の強化に努める。 

さらに，地域全体の医療機能・水準向上のための臨床機能の拡充に加え，研修・研究

機能の充実強化を図り，積極的な研修医の受け入れに努める。 

（ロ）がんセンター 

後期研修医の積極的な受け入れを行うため，昨年度に引き続きＰＲ活動を強化すると

ともに，特色ある研修プログラムの開発など推進体制の充実を図っていく。 

       また，初期研修については，東北大学病院，みやぎ県南中核病院，大崎市民病院の協

力型臨床研修病院として，研修医の受け入れに努める。 

〔研修医受入数〕 

精神医療センター 

がんセンター 

２２人以上 

２０人以上 

 

ハ 研究・教育の強化 

（イ）精神医療センター 

高度先進医療・政策医療・モデル医療の実践とともに，東北大学大学院医学系研究科

の連携講座を活用して研究的活動の展開に努める。 

また，医学部学生・研修医の教育研修や精神科医療に関わる職種に対する養成・研修

に努める。 

（ロ）がんセンター 

東北大学大学院医学系研究科の連携講座の充実に努め，当センターの特長などのＰＲ

を強化し，学生を積極的に受け入れる。 

〔連携大学院講座設置数〕 

精神医療センター 

がんセンター 

 １分野以上 

１０分野以上 

 

ニ 医師の資質向上 

専門医，研修指導医等の資格取得や学会等の参加を奨励・支援するほか，院内研修プロ

グラムのさらなる充実に努める。 

 

（２）看護師の確保と育成 

イ 看護師の確保 

合同就職説明会への参加，就職支援サイトでの情報発信，看護師養成校の訪問等の広報

活動を行うほか，インターンシップ，病院見学，説明会等の機会を多く設け，人材確保の

ための募集活動を広く積極的に行う。 

    また，医療環境や業務量の変化等に応じた適正な看護体制を維持するため，看護師の柔

軟な採用・配置に努める。 

    さらに，新卒看護師から若手・中堅看護師等，看護師のキャリアに応じた研修を計画的

に実施するとともに，院内での相談サポート体制の充実を図り，看護師が働きやすい職場
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環境の醸成に努める。 

ロ 看護師の資質向上 

認定看護師，専門看護師等の資格取得や認定看護管理者育成に係る研修への参加を奨

励・支援するほか，院内研修プログラムのさらなる充実に努める。 

また，循環器・呼吸器病センターの看護師には，技術向上・維持のための研修等につい

て，栗原中央病院・精神医療センター・がんセンター等と協議し，実施する。 

 

（３）医療従事者の確保と育成 

イ 医療従事者の確保 

薬剤師・診療放射線技師・臨床検査技師等の医療従事者の人材を確保するため，各養成

機関に対する募集活動を実施する。 

また，医療環境や業務量の変化等に応じた適正な体制を維持するため，随時募集による

採用等，柔軟な採用・配置に努める。 

 

ロ 医療従事者の資質向上 

各種認定資格の取得や学会等の参加を奨励・支援するほか，研修プログラムの更なる充

実に努める。 

また，循環器・呼吸器病センター医療従事者を対象とした，技術向上・維持のための研

修等について，精神医療センター・がんセンター等と協議し，実施する。 

 

（４）医療系学生への教育 

地域の大学等養成機関のニーズに対応し，医療系学生に対する臨床教育や研修の場として

実習・研修生の積極的な受入れに努める。 

 

（５）事務職員の確保と育成 

イ 事務職員の確保 

 病院経営や医療事務等に精通した社会人経験者を含めて広く人材を募集し，職員を計画

的に採用する。 

 

ロ 事務職員の資質向上 

各種認定資格の取得や外部研修会等の参加を奨励・支援するほか，病院特有の事務や法

人運営について精通した人材を育成するため，研修会を開催するほか，診療情報管理士の

資格取得への支援を実施する。 

 

５ 災害等への対応 

大規模災害や新興・再興感染症（新型インフルエンザ）の発生時に３病院の職員が共通の認

識をもって対応するため，連携方法や災害時の派遣チームの編成等のマニュアルを作成し，職

員への周知を図る。 

また，東日本大震災の対応の検証を踏まえ，災害発生時に備え，通信手段や必要物資の確保

対策を講じるとともに，病院毎に防災訓練を実施する。 
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〔防災訓練実施回数〕 

循環器・呼吸器病センター 

精神医療センター 

がんセンター 

本部事務局 

２回以上 

２回以上 

３回以上 

２回以上 

 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営体制の確立 

（１）効率的な業務運営体制の推進 

自律性，機動性に優れた効果的かつ効率的な業務運営体制の充実に努める。 

また，既存の委員会等については，統合，整理など適宜必要な見直しを行う。 

 

（２）目標達成に向けた取組 

理事会において業務運営体制のあり方について必要な検討を行うとともに，経営分析の実

施や中期計画，年度計画の進行管理を行い，目標達成に向け必要な方策を講じる。 

 

（３）全職員による経営改善 

経営改善に関して，院内の部会等を通じ職員間での情報の共有を図る。 

また，病院経営に関する研修会の開催，職員提案制度の実施及び患者満足度調査の分析・

検討により，職員及び病院利用者の意見を経営に反映させる体制づくりに努める。 

〔病院経営研修実施回数〕 

３病院・本部事務局 １回以上 

 

２ 収益確保の取組 

（１）診療報酬や制度改定に対する迅速な対応 

診療報酬や制度改定への対応を専門的に行う職員の計画的な確保と養成を行う。 

 

（２）レセプト検討委員会の定期的開催 

「レセプト検討委員会」を定期的に開催し，診療報酬の請求漏れや返戻発生の防止に努め，

査定率の低下を図る。 

 

（３）未収金の発生防止の強化，早期回収 

未収金の発生防止のため，入院時の説明方法を検討し，必要な見直しを適宜行う。 

また，既に発生している未収金については，回収を図るため，訪問回収や法的措置等によ

り早期回収に努める。 

 

（４）病床及び医療機器の稼働率向上 

イ 手厚い看護体制に対応した，病床の効率的利用 

病床の効率的な利用を図るためのマニュアルを作成・活用し，病床の適切な管理に努め

る。 
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〔病床稼働率目標値〕 

循環器・呼吸器病センター（一般病床） 

循環器・呼吸器病センター（結核病床） 

精神医療センター（一般病床） 

精神医療センター（精神科救急病床） 

精神医療センター（児童思春期病床） 

がんセンター（一般病床） 

がんセンター（緩和ケア病床） 

１４．４％以上 

２０．０％以上 

６３．４％以上 

９０．９％以上 

５７．１％以上 

７３．７％以上 

７９．２％以上 

                                 

ロ 医療機器の効率的な利用の推進 

医療機器の稼働状況を把握し，稼働率を向上させるための方策を実施する。 

 

（５）医業外収入の確保 

病院資産を有効活用するなど，新たな収入確保のための検討を行い，実施可能なものにつ

いては，具体的な取組を進める。 

 

３ 経費削減への取組 

（１）有利な調達手法の活用 

契約に際しては，競争性を確保するとともに，調達業務の効率性に配慮しつつ，提案方式

による業者選定，複数年契約，事業種類を組み合せた複合契約など多様な調達方法を活用す

る。 

 

（２）医薬品・診療材料等の効果的な管理 

医薬品，診療材料，医療消耗備品について，品目毎の使用状況，調達状況等を適切に管理

し，費用の節減を図る。 

また，同種・同効能・同機能製品への切り替えについて十分な検討を行い，配慮する。 

 

（３）後発医薬品の導入及び調達医薬品等対象品目の整理 

後発医薬品の情報や供給安定性等を考慮し導入の検討を行い，積極的な使用に努める。 

また，同種・同効能・同機能製品を把握し，購入する医薬品の品目の整理を行う。 

 

（４）業務委託の検証 

業務委託については，業務内容の妥当性について継続的に検証する。 

 

第３ 予算，収支計画及び資金計画 

１ 経常収支比率の均衡 

平成３０年度の予算，収支計画，資金計画を確実に実行するため，以下の目標達成を目指す

こととする。 

なお，循環器・呼吸器病センターについては，医療機能を移管することを予定していること

から，移管までの間の状況を踏まえた現実的な目標を設定することとする。 
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〔経常収支比率・医業収支比率目標値〕 

 経常収支比率 医業収支比率 

機構全体 １００．２％以上 ７３．７％以上 

循環器・呼吸器病センター １０２．４％以上 １９．７％以上 

精神医療センター １０３．１％以上 ７０．８％以上 

がんセンター １００．９％以上 ８３．０％以上 

 

２ 経営基盤の強化 

健全で効率的な病院運営を継続するため，設備投資やそれに伴う将来的な減価償却費の発生

額，借入金の調達や将来的な返済額，運営費負担金の推移等も踏まえたキャッシュフロー重視

の経営を行い，病院機構全体で資金収支の適切な管理に努め，経営基盤の強化を図る。 

 

（１）予算 

別紙１のとおりとする。 

 

（２）収支計画 

別紙２のとおりとする。 

 

（３）資金計画 

別紙３のとおりとする。 

 

第４ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

２０億円とする。 

 

２ 想定される理由 

賞与の支給等による一時的な資金不足に対応するため。 

 

第５ 出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の処分に関する計画 

    循環器・呼吸器病センターの機能移管に伴って不要財産となることが見込まれる土地・建物

等について、地方独立行政法人法第 42 条の２第１項の規定により、平成３１年３月３１日以

降，県に現物納付する 

 

第６ 前記の財産以外の重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

なし。 

 

第７ 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は，将来の病院建物の大規模修繕，改築，医療機器の整

備や研究・研修の充実などに充てる。 
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第８ その他業務運営に関する重要事項を達成するためとるべき措置 

１ 人事に関する事項 

（１）医療従事者の迅速かつ柔軟な採用 

必要となる医療従事者を迅速に確保するため，随時に採用を実施する。 

 

（２）定型的業務のアウトソーシングや有期職員等の活用 

定型的業務の内容を検証し，アウトソーシング実施の可否や，有期職員，再雇用職員の活

用を検討するとともに，職員の能力開発研修を実施する。 

また，専門的な知識経験を要する業務に従事させるため，必要に応じ任期付職員を活用す

る。 

 

（３）職員の業績や勤務成績を反映した業務評価制度の実施 

業務評価制度の構築に向け，業務評価の手法等について制度設計を含め，具体的な検討を

進める。 

 

２ 就労環境の整備 

（１）活力ある職場づくり 

病院の経営改善に関して，院内の部会等を通じて情報の共有を図るとともに，各種研修会

や職員提案制度等を実施し，職員からの企画提案を可能とすることを通じて，活力ある職場

づくりに努める。 

 

（２）職員の健康管理対策の徹底 

職員が健康で働き続けることができるよう，定期健康診断をはじめとする各種検診のほか，

ストレスチェック等を実施し，健康管理体制の充実・職場環境の改善を図る。 

 

（３）職員の負担軽減と家庭環境への配慮 

医師事務作業補助者や看護師補助者等を適正に配置し，電子カルテシステムの効果的運用

等により，職員の負担軽減とより安全な医療提供を図る。 

また，がんセンターにおける院内保育所の２４時間保育を引き続き実施し子育て中の職員

を支援するとともに，家庭環境に配慮した休暇が取得しやすい職場づくりに努める。 

     さらに，循環器・呼吸器病センターの機能移管にあたっては，機構に引き続き在職する職 

    員，栗原中央病院への身分移行希望者等に配慮し，可能な限り職員の希望に沿った対応がで 

きるよう調整を行っていく。 

 

（４）ハラスメントの防止と的確な対応 

セクシャルハラスメント，パワーハラスメント，モラルハラスメントについて，職場内で

の意識啓発や研修会の定期的開催及びハラスメントの防止等に関する要綱・指針の周知等に

より，ハラスメントの無い職場環境をつくり，発生時には被害者の救済を第一に考えて，的

確な対応ができる組織体制を構築する。 

〔ハラスメント研修実施回数〕 

３病院・本部事務局 １回以上 
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３ 病院の信頼度の向上 

（１）病院機能評価の認定取得 

各病院では，認定時の水準を維持していくほか，更新時の円滑な認定に向けた準備を進め

ていく。 

なお，精神医療センターにおいては，建替が予定されていることから，新病院での機能評

価取得等について取組を検討していく。  

 

（２）認定施設等の認定・指定の推進 

病院毎に，法律等に基づく指定医療機関や厚生労働省・学会による認定や指定の必要性等

を考慮し，その取得に向けた検討，取り組みを実施する。 

 

（３）医療倫理の確立 

患者の権利や日々の診療における臨床倫理の課題について，医療倫理に関する委員会にお

いて検討を行い，その検討結果を職員に周知する。 



別紙１

（単位：百万円）

金額

　収入

営業収益 15,910

医業収益 11,235

運営費負担金 3,683

その他営業収益 992

営業外収益 191

運営費負担金 102

その他営業外収益 89

臨時利益 0

0

資本収入 1,560

運営費負担金 0

長期借入金 1,560

その他資本収入 0

収入合計 17,662

　支出

営業費用 15,824

医業費用 15,251

給与費 7,736

材料費 3,316

経費 2,688

減価償却費 1,306

研究研修費 204

一般管理費 204

給与費 164

経費 36

減価償却費 4

30

66

274

営業外費用 247

臨時損失 0

資本支出 3,065

建設改良費 1,698

償還金 1,367

その他資本支出 0

支出合計 19,138

（注１）計数は，端数をそれぞれ四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。

（注２）物価の変動等は考慮していない。

１　人件費の見積り

　平成３０年度は総額７，９００百万円を支出する。

　なお，当該金額は，法人の役職員に係る報酬，基本給，諸手当，法定福利費及び退職手当の額に相当するものである。

２　運営費負担金の算定方法

　運営費負担金については，地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第８５条第１項の規定により算定された

額とする。

　なお，建設改良費及び長期借入金等元利償還金に充当される運営費負担金については，経常費助成のための運営費

負担金とする。

区　　　　分

消費税及び地方消費税

目的積立金取崩額

年度計画（平成３０年度）の予算

取得資産に係る控除対象外消費税償却

控除対象外消費税
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別紙２

（単位：百万円）

金額

　収入の部 15,982

営業収益 15,797

医業収益 11,122

運営費負担金 3,683

その他営業収益 992

営業外収益 185

運営費負担金 102

その他営業外収益 82

臨時利益 0

　支出の部 15,953

営業費用 15,705

医業費用 15,045

給与費 7,736

材料費 3,316

経費 2,497

減価償却費 1,306

研究研修費 189

一般管理費 201

給与費 164

経費 34

減価償却費 4

30

66

363

営業外費用 247

臨時損失 0

　純損益 29

　目的積立金取崩額 0

　総損益 29

（注１）計数は，端数をそれぞれ四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。

（注２）物価の変動等は考慮していない。

区　　　　分

年度計画（平成３０年度）の収支計画

控除対象外消費税

消費税及び地方消費税

取得資産に係る控除対象外消費税償却
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別紙３

（単位：百万円）

金額

　資金収入 18,556

業務活動による収入 16,070

診療業務による収入 11,235

運営費負担金による収入 4,724

その他の業務活動による収入 112

投資活動による収入 0

運営費負担金による収入 0

その他の投資活動による収入 0

財務活動による収入 1,560

長期借入れによる収入 1,560

その他の財務活動による収入 0

前事業年度からの繰越金 926

　資金支出 17,519

業務活動による支出 14,454

給与費支出 7,666

材料費支出 3,573

その他の業務活動による支出 3,215

投資活動による支出 1,577

固定資産の取得による支出 1,577

その他の投資活動による支出 0

財務活動による支出 1,488

長期借入金の返済による支出 738

移行前地方債償還債務の償還による支出 629

その他の財務活動による支出 121

翌事業年度への繰越金 1,037

（注１）計数は，端数をそれぞれ四捨五入しているため，合計が一致しない場合がある。

（注２）物価の変動等は考慮していない。

年度計画（平成３０年度）の資金計画

区　　　　分
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